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ＴＰＰ大綱　再生産可能な対策に� 2015年11月22日

森山裕農林水産相×林光繁十勝毎日新聞社会長・主筆対談

林 �　自民党ＴＰＰ対策委員長だった昨年11月以来の来

勝だが、改めて十勝の印象を。

森山�　特に畑作農業は、一番頑張っている地域だ。日本

のモデルだと考えている。耕畜連携も進んでいる。

21日は帯広市内の十勝加藤牧場を視察させていただ

き、酪農は良い土で育つ良質な牧草があって、品質

の高い生乳ができるとのお話をうかがった。施肥過

多な地域では土が弱くなっていて、対策が必要と考

えていただけに、うなずかされた。

　　�　十勝は長い開拓の歴史があり、これまでも多くの

困難を乗り越えてきた。それだけにＴＰＰに対して

も前向きに捉える方が多く、ありがたい。もちろ

ん、ＴＰＰで現場に不安があることは承知してい

る。

　　�　25日までに政府の方針が決まる。「再生産可能」

をキーワードに、対策を考えていくことになる。再

生産というのは、非常に重い言葉だ。後継者がいな

ければ再生産はできない。

林 �　後継者を育成するには、農業収入が安定すること

も必要条件だ。ＴＰＰではこの部分が揺らぐのでは

ないか、という懸念がある。

森山�　近年、日本食が海外でブームだ。2013年には和食

がユネスコ無形文化遺産にもなった。10月末までイ

タリア・ミラノで開かれたミラノ万博では日本館の

来場者数が想定の144万人を大きく上回る228万人と

なり、日本食の人気の高さを裏付けた。現地を視察

した多くの農協関係者は、自分たちの農産物が世界

で非常に高く評価されていることに気付いたのでは

ないか。

中国需要に負けぬ増産
林 　品質の高さは、国際競争力の強さに結び付くと。

森山�　輸出は、現時点から力を入れていかなければなら

ない。政府は農林水産物食品の輸出額を20年までに

１兆円規模へ拡大させる目標を掲げているが、順調

に進んでいる。今年は7000億円に達する勢いだ。１

兆円の大台も、20年より前倒しで実現できるのでは

ないかと考えている。

　　�　特に「北海道」というブランド力は強い。東南ア

ジアでは、北海道と書いてあればすべて素晴らしい

もの、という意識がある。

　　�　今後、北海道は牛乳など乳製品を中心に戦略を構

築するべきだ。ニュージーランドの大手乳業会社フ

ォンテラが北海道に強い関心を持っているが、北海

道というブランド力に期待して、東南アジアに販路

を拡大する戦略だろう。

林 �　ＴＰＰ大筋合意について、重要５項目を守るとし

た国会決議は守られたという認識か。

森山�　守られたかどうかは国会が判断することだが、ご

理解をいただけるところまで交渉は頑張れたのでは

ないか。これまで守秘義務があって説明がなかなか

できなかったが、合意内容が公開され各地で説明す

る中で、理解も広まってきていると思う。

　　�　農産物で関税を撤廃する自由化率は日本は81％。

カナダは94.11％、ペルーが96％などとなっていて、

アメリカは98.8％だ。日本は非撤廃部分は守った。

タリフライン（関税の対象品目の細目）の扱いも、

役人が頭を使ってくれた。

　　�　それでも、心配の声は大きいと認識している。例

えば牛肉は守れるのか。特に北海道はアメリカ、オ

ーストラリア牛と競合するホルスタインの生産が多

いので、懸念の声が高い。

　　�　ここで、食料の国際的な需要の変化について考え

てみたい。中国は10年前は牛肉を年間１万トン輸入

するにすぎなかったが、昨年は78万トンと急増し

た。さらに10年後には151万トンの輸入が見込まれ

ている。

　　�　実は豚肉も似た状況で、中国では10年前は14万ト

ンを輸出する輸出国だったのが、昨年は78万トンを

輸入し、10年後には128万トンを輸入すると言われ

ている。

　　�　中国の旺盛な需要に、日本が買い負けする事態に

もなるのではないか。すでに、アメリカのスミスフ

ィールドフーズという世界最大の豚肉生産・食肉加

工業者が、中国資本に変わった。オーストラリアで

も大手飼料メーカーを中国資本が買収している。中

国はそうした食料戦略を取っている。

　　�　日本としては、今の体制を維持し、さらに増産で

きるようにしておかないといけない。ホルスタイン

の雄を資源として大切にするという政策は、今後も

必要だ。

林 　日本の食料自給率についての考えを。

森山�　現在、カロリーベースでは39％にとどまってお

後継者の育成が不可欠

ＴＰＰ対策や十勝農業について語り合う森山農林水産大臣
（右）と林会長・主筆


